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概　要

v

気候変動に関する世界の懸念が高まる中、「アジア
太平洋地域における低炭素型発展の実現」をテーマ
に、持続可能なアジア太平洋に関する国際フォーラ
ム（ISAP）が2009年６月26日と27日に神奈川県葉山
町で開催された。LCS-RNet（低炭素社会国際研究ネッ
トワーク）事務局1はこの機会を利用し、ISAPと並行開
催された専門家ワークショップの一環として、ステーク
ホルダー対話を国際シンポジウムとして企画・実施した。

2008年に神戸で開催されたG8環境大臣会合では、各国
が低炭素社会へ移行することの必要性が認識された。低
炭素社会への移行は、2007年のG8ハイリゲンダムサミッ
トで話し合われた「2050年までに温室効果ガスの排出量
を半減させる」という目標の達成に寄与すると考えられ
ている。移行を実現するには、どのような低炭素社会を
目指し、どのように移行を進めるかについて各国が明確
なビジョンを持つことが不可欠である。上記を踏まえ、
神戸で開かれたG8環境大臣会合では、これらのビジョン
と道筋を描くサポートとなるLCS-RNet創設への強い支
持が表明された。LCS-RNetはG8政府の後援で設立され
たが、運営は世界の主要研究機関が担い、神奈川県葉山
町に本拠を置く財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）
がLCSR-Net事務局を務めている。

ステークホルダー対話では、まずLCS-RNetの設立経
緯と目的が紹介された後、低炭素社会のための国際コン

1 詳細：http://lcs-rnet.org/

概　　要

ソーシアム（ICLCS）という研究ネットワークを立ち上
げたばかりのネイ・トゥーン教授（ニューヨーク州立大
学ストーニーブルック校）が基調講演を行った。

ステークホルダー対話に先立って開かれたISAPの公
開セッションでは2、世界の様々な研究機関、各国政府、
企業から第一線で活躍する専門家が参加し、低炭素社会

（LCS）に関するディスカッションを繰り広げた。開会
挨拶と来賓挨拶の後、米国と英国の研究者が基調講演を
行い、続いて２つのパネルセッションが実施された。同
パネルセッションでは、中国、インド、日本、韓国、英
国および米国を含む一部の国々（パネルセッション1）、
並びに日本国内（パネルセッション2）で進められてい
る低炭素社会への移行のための取り組みが紹介された。
またセッションでは、気候変動政策を成功させる上での
LCSの役割、IGESが所在する神奈川県庁の温室効果ガス
排出削減対策、LCSの進展に伴うエネルギーおよび技術
の変革、民間部門の取り組みについても話し合われた。
ISAP公開セッションでのスピーチおよびプレゼンテー
ションは報告書の付録に記載されている。

ISAP公開セッションと専門家ワークショップは、
LCS-RNetや関連分野に携わるすべての研究者にとって、
互いに意見を交換し、低炭素社会の成功には協調体制の
強化が不可欠であることを確認し合う素晴らしい機会と
なった。

2 詳細：http://www.iges.or.jp/jp/news/event/isap2009/expert.html
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専門家ワークショップセッション

低炭素社会構築のためのステークホルダー対話
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低炭素社会構築のためのステークホルダー対話
日本の取り組みと国際的イニシアチブとの架け橋を目指して

背　景 

気候変動問題を解決するには、単に技術開発を進める
だけでなく、社会経済的・政治的・文化的価値観に及ぶ
人々の行動変化が必要である。現在、世界の政策決定者
の間では、これまで主に採用されてきた緩和技術のみに
焦点を当てたアプローチとは違う、達成目標設定型で技
術・資金・能力など様々な要素が関わり合う「低炭素社
会（LCS）」という概念への関心が高まっている。しか
し現時点では、政策決定者や他のステークホルダー（利
害・益を共有する人たち）の間でLCSの明確なビジョン
が確立も共有もされるには至っていない事から、研究者
と政策決定者は共にLCSのコンセプトを作り上げ世界規
模で協力していくことが緊急に必要だと認識している。
2006年には日英低炭素社会プロジェクトの第一回会合が
開かれ、以後会合を重ねながら世界の様々な地域からプ

ロジェクトに参加した研究者らがこの問題を研究し、自
国経済に適したLCSのロードマップとビジョンを作成し
た。この共同プロジェクトの成功に触発されて2008年５
月に開催されたG8環境大臣会合での合意によって設立さ
れたのが低炭素社会国際研究ネットワーク（LCS-RNet）
である。今年（2009年）初旬にはイタリアのトリエステ
でLCS-RNetの研究者らが初会合を開き、研究分野とテー
マを特定すると共に、今後５年間のネットワーク活動の
戦略立案について協議した。また今年日本で開かれた
ISAPでは、財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）が
LCS-RＮetのステークホルダー対話の場を提供し、LCS-
RNetに参加する日本人研究者および低炭素社会のため
の国際コンソーシアム（ICLCS）代表ネイ・トゥーン教
授が、アジア地域、並びに研究者同士の意見交換を促す
協調体制の推進に重点を置いた議論を進めた。

小野氏はまず、政策決定者が低炭素社会（LCS）を実
現させることの重要性を認識し始めている一方で、その
多くはLCSの確たるビジョンを描けておらず、またLCS
への移行を果たすために、先進国・途上国を問わずどの
ような変化が必要かも理解されていないと指摘した。

そこで、科学界にはLCSへの移行に向けた明確で具体
的な方策を政策決定者に提示することが求められている
のである。この点において、科学的知見・情報やLCSの
未来を切り開く基盤を提供するため、異分野間の研究を
促進する必要がある。2009年に始動したLCS-RNetの第
一の目標は研究情報の交換を促進し、政策決定者、市民
社会および企業間の交流を促すことによって、LCSの普
及に貢献することである。科学者だけでLCSを形成する

ことはできず、我々はこのような交流の国際体制を構築
しなければならない。LCS-Rnetのような活動には政策
決定者からの支援が不可欠で、研究や交流の成果は政策
の作成に必要なものというよりも政策作成にあたり検討
する必要のある科学的な情報を提供するものであるべき
である。その点において、LCS-RNetの活動の初期の段
階で実施されるステークホルダー対話は非常に重要な意
味を持つ。

LCS-RNetは昨年のG8環境大臣会合（2008年5月）での
合意に基づいて発足したが、同ネットワークをG8諸国だ
けにとどめておくべきではなく、途上国、特に新興国も
参加できる開かれたネットワークであることが肝要であ
る。

開会挨拶：
小野　洋 
環境省　地球環境局　研究調査室長
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低炭素社会国際研究ネットワーク（LCS-RNet）
西岡　秀三 
IGES研究顧問、国立環境研究所（NIES）特別客員研究員

基調講演１：

西岡氏は冒頭で、2007年以降実施されてきた日本の低
炭素社会関連政策の経緯を簡単に説明し、安部元首相が
提唱した「美しい星50（クールアース50）」など、歴代
大臣によって示された様々なコンセプトやビジョンを経
て日本版LCSが進展してきたことを強調した。福田元首
相も、2008年５月の国会演説で言及した。同じく５月に
神戸で開催されたG8環境大臣会合（G8 EMM）でも低
炭素社会についての論議があった。

G8 EMMでは、気候変動問題を解決するために現在の
社会経済構造を低炭素社会（LCS）へ移行させる必要性
があるとして、世界の研究コミュニティを結ぶ国際ネッ
トワーク「LCS-RNet」の設立が提案および承認された。
西岡氏は神戸のG8会合での議長総括に触れ、LCS-RNet
が目指しているのは、研究に付加価値を与え、研究者そ
の他ステークホルダー間のLCS対話への理解を推進し、
国際政策プロセスに寄与することだと述べた。LCSは新
しいコンセプトで、多くの国ではLCS移行のための指針
がまだ策定されていないため、LCS-RNetにはその目的
に沿って、すべての参加国が独自のLCSビジョンを明確
に打ち立てられるよう支援することが期待されている。
LCS-RNetはG8 EMMで発足したが、政治にとらわれな
い革新的ネットワークというコンセプトに従って独立性
を確保すべきである。

LCSは特に初期段階においては学術主導型で学際的要
素が強い。LCS研究のこのような新規性と包括性を理解
した上で、多様な分野が統合した新たな科学的方法論を
確立し、科学的根拠を基礎とした政策立案や技術革新を
支える必要がある。またLCSはエネルギー部門だけでな
く、都市計画、土地利用計画、行動科学に携わる人々の
問題でもあるため、ステークホルダー間の理解を深める
ことが喫緊に求められる。LCSが発展していく中で最も
大切なのは、研究者のみならず様々なステークホルダー
がそのプロセスに参加することである。

LCSの主な研究要素と次のステップとしては、科学コ
ミュニティ以外での意識向上を図る必要がある。持続可
能な開発との関連では、低炭素技術を先進国から途上国
へ移転することで、途上国がLCSのリープフロッギング

（かえる飛び型発展：二酸化炭素を排出する化石燃料依
存型技術を導入する前に低炭素型技術を導入するなどし
て、二酸化炭素排出型社会の段階を経験しないままに低
炭素社会型発展を実現すること）を達成できる可能性が
あるが、それらの技術を各国の既存の社会制度と経済構
造にどのように組み込んでいくのかが最も重要になる。

現在LCS-RNetへの支持を表明しているのはフランス、
ドイツ、イタリア、英国、韓国および日本で、大国の米
国、カナダはまだ加わっておらず、ロシアの参加表明も
待たれるところである。

LCS-RNetをどのように拡大していくのかという質問
に対して、LCS-RNetの年次会合が計画されていること
が紹介された。LCS-RNetは現在、同ネットワークおよ

ディスカッション

び年次会合への参加を人々に呼び掛けており、ウェブサ
イトなどを通じて情報を広く発信する予定である。
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エネルギーと炭素が果たしている役割を考えるとき
は、地球温暖化、生態系の破壊、および食料安全保障・
人の健康・増加する災害といった社会・経済開発問題等、
グローバル社会にもたらされる深刻な負の影響に目を向
けなければならない。特に懸念されているのは気候変動
がこれらすべての問題に及ぼす影響で、現時点ではエネ
ルギーと気候変動、つまりその中心である炭素がすべて
の問題の根幹にある。

測定可能という点で、炭素に焦点を当てることには非
常に重要な意味がある。測定できるのであれば管理も可
能だからである。カーボンフットプリントを測定するこ
とで気候変動や炭素の問題がより身近に感じられ、各自
が行動の成果を確認しながら自らが及ぼす影響を管理で
きるようになる。そのためには電気代など具体的な形で
変化を実感できるようにすることが重要で、自らの行動
と影響がより明確に把握できれば透明性の向上にもつな
がる。炭素削減の問題は技術・経済の枠を超えた幅広い
視点で考えることが大切で、これらのことから低炭素社
会（LCS）構想が生まれたのである。

LCSコンセプトの要素やLCSに対する認識が近年急速
に進化していることは注目に値する。当初はLCSと言う
と低炭素排出を可能にする技術に目が向けられることが
多かったが、次第にその概念は経済全体を網羅した「低
炭素経済」に拡大し、最近は社会全体を意味する低炭素
社会というコンセプトが議論されるようになっている。

G8は研究コミュニティにネットワークへの参加を促し
ているが、これはLCSへの道筋を描こうとしている国に
おいて、研究界のみならず市民社会にとっても重要なこ
とである。政治指導者が意欲を示している今こそ、我々
が目指す未来に関する共通の理解を形成し、現行の政策
プロセスに影響を及ぼすことができるチャンスである。
様々なアイデアが示されているが、誰もが低炭素社会と

低炭素社会のための国際コンソーシアム（ICLCS）（2008 年 7 月設立）
ネイ・トゥーン 
ニューヨーク州立大学ストーニーブルック校　教授

基調講演２：

いう１つの目標に向かって進んでおり、LCSはG8諸国と
それ以外の国々、そして市民社会とを結ぶ架け橋として
も役立つと考えられる。

当然のことながら、LCSをより明確にするという取り
組みは、国際的議論の場だけでなく各国内でも行う必要
がある。そのためには技術、資金、経済、パートナーシッ
プ、社会変化、教育・能力、政策という７つの道筋を調
整するメカニズムが必要で、これらは知識と経験の共有、
政策・技術情報の普及、共同研究、教育・研修プログラ
ムの開発、資源の動員などによって進められる。

このメカニズムを活用すれば、ネットワークのメン
バーは大気褐色雲（ABC）など他の重要な課題にも取り
組みやすくなる。またこのような調整・対話活動は、災
害や環境難民・環境破壊といった自然被害の減少にもつ
ながり、それこそがLCSの目的とするところである。

我々はこの画期的な変化をサポートしなければなら
ず、現状維持は好ましくない。また実用面を考えるとこ
れら変化の経済性を評価することも必要で、政府は科学
的知識に基づいた決定を下すべきである。さらに真の変
化を実現するには莫大なコストがかかるため、財源をど
う確保するかという問題も考えなければならない。

主な問題はいかにしてなるべく多くのステークホル
ダーを関与させられるかということで、それには優れた
調整・運営機能を持つネットワークが不可欠である。

最後にトゥーン教授は、ICLCSの新たなイニシアチブ
としてE-TKF（E-Transformational Knowledge Facility）
の支援を活用した協調メカニズムを紹介し、緊急を要す
る世界の気候変動問題に「切迫感を持って」取り組むこ
との重要性を強調してプレゼンテーションを締めくくっ
た。
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ディスカッション

参加者から「たとえ新燃料に切り替えたとしても、大
気中に放出される粒子の発生の問題を防ぐことはでき
ず、この問題にはどう対処すべきか？」との質問があっ
た。トゥーン教授はまず、技術の進歩によって粒子その
他汚染物質への取り組みが進んだとしても、当初想定さ
れていなかった問題が新たに浮上する可能性があると述
べ、その一例として、都市・郊外を結ぶ高速道路を拡充

すると車のスピードがさらに速くなり、燃料の種類に関
わらずタイヤから発生するゴム微粒子が増加して健康問
題が引き起こされることを挙げた。教授はその上で、こ
のような状況は都市計画の向上や技術開発など社会・政
治プロセスによって大幅に改善することができると答え
た。
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藤野氏はまず「低炭素社会（LCS）とはどのような社
会か」と問いかけ、国によって様々な定義が示されてい
る中で、以下を基本原則として挙げた。

⃝行動の変化とLCSへの影響（都市設計を含む）
⃝LCSと持続可能な開発との両立
⃝LCSへの移行に必要な資金
⃝LCSが及ぼす負の影響と潜在的障壁への認識および対処

さらに藤野氏は、日英低炭素社会研究プロジェクトか
ら学んだ以下の教訓を紹介した。日本政府と英国政府は
2006年2月に、約20ヵ国に及ぶ多様なグループが参加す
る持続可能な低炭素社会をテーマとした画期的な共同研
究プロジェクトを立ち上げた。同プロジェクトはLCS実
現に必要な要素として以下を特定している。1）あらゆ
るグループの開発ニーズを確保した持続可能な開発のた
めの行動、2）気候変動を食い止めるために世界の温室
効果ガス（GHG）排出量を大幅に削減し、大気中濃度を
安定させるための応分の貢献。

同プロジェクトは、「2050年までに温室効果ガスを大
幅に削減する必要性を踏まえながら、国別の温室効果ガ
ス排出シナリオを検討する」、「持続可能な開発と温暖化
対策が両立するようなWin-Win戦略を作る」、「目指すべ
きゴールと現状のズレを認識する」ことを目的に掲げて
いる。

既に３回のシンポジウムとワークショップが実施さ
れ、２回目のワークショップでは、長期的政策シグナル
など大胆で革新的な対策をとる必要性や、人々の行動と
生活様式の変化に焦点が当てられた。また現時点では既
存の技術が主な貢献を果たすことになるが、中・長期的
には今後開発される技術も寄与していくだろうとの結論

が示された。最近行われたワークショップでは、行動の
変化、持続可能な開発、投資、チャンスと障壁に関する
問題が重点的に話し合われた。

2007年のハイリゲンダム・サミットでは世界的な温室
効果ガス削減の政治的目標が合意されたが、大幅削減を
いかに達成するかという当初の課題はまだ解決されてい
ない。だからこそ対話を通じて科学と政策を結びつける
ことが必要なのである。

われわれの日本のシナリオ研究プロジェクトは、二酸
化炭素の排出量を2050年までに1990年比で70％削減する
には、40％を需要サイド、残りの30％を供給サイドで削
減する必要があると結論付けている。しかしながら、こ
れらのオプションを組み合わせた具体的な対策が示され
ない限り、2012年以降の気候交渉に実質的な影響を与え
ることは不可能である。そのためには、技術をめぐる問
題やプラス・マイナス両方の側面を評価する必要がある。
適切な土地利用の下に安全で健全な社会を築くために
は、実行に移す前に様々な障壁を取り除かなければなら
ない。

藤野氏は最後に、気候変動は何世代にも渡って存在し
続ける問題であると指摘した。たとえ我々が最終的に大
幅削減を実現できたとしても、気候変動の影響が表れ始
めるのは何年も先のことで、実感できる成果が世代間で
大きく異なってくる。藤野氏は、トゥーン教授が先に述
べた言葉を引用しながら、先進国が「切迫感を持って行
動しなければならない」と述べた。先進国はもうこれ以
上二酸化炭素を増やすことができないためそのまま直ち
にLCSへ移行する必要があるが、途上国の場合は技術の
リープフロッギングによってLCSへの移行を進めること
ができる。

LCSのビジョン、概念および理念

日英低炭素社会研究プロジェクトから学んだ教訓
藤野純一 
国立環境研究所（NIES）主任研究員

ラウンドテーブルディスカッション１：



低炭素社会構築のためのステークホルダー対話

12

まず、藤野氏の主なメッセージの１つである「LCSは
生活の質を高めるものでなければならない」という点が
注目された。その後、議場でのディスカッションに移り、
参加者から様々な問題が提起された。

現行の枠組みに関する懸念では、研究の十分な透明性
や説明責任の確保についての言及があった。さらに、石
炭の使用など従来の慣習から脱却することに相当な困難
が予想されること、変革を実現するには単に新技術を導
入するだけでなく、行動も変えなければならないことが
指摘された。研究者はこれらの変化がなぜ困難なのかを
よく考える必要がある。

一般的な疑問として、LCSの概念が抽象的すぎるので
はとの指摘があった。モデリングとしてはそれで十分か
もしれないが、現実的視点で実際に何が可能かを検討す
ることも必要である。LCSの意図は良いが具体的に把握
しづらい場合があり、技術・社会以外の問題、つまり資
金面にも焦点を当てるべきである。また移行期に目先の
ことにとらわれて生活の質が犠牲にされるようなことが
あってはならず、これは政策決定者が考慮すべき課題で
ある。さらにLCSが後発開発途上国にも適しているかと
いう点も議論された。新興国では導入可能だと考えられ
るが、それ以外の国ではまだ十分理解されておらず、移
行の是非も決定されていない。LCSにおける土地利用変
化および林業（LUCF）の問題を考えると途上国の重要

性は必然的に高くなる。途上国での市場メカニズムに関
する研究や制度・執行面の能力が求められる。気候変動
問題は不可避のものであるため、途上国では特に適応策
と緩和策を組み合わせた取り組みが不可欠である。緩和
策は機能しているが、技術が飛躍的に進歩するまでの間
は適応策が最も重要になると予測される。

政策決定者、企業、市民社会を説得するには、バック
キャスティング・アプローチとボトムアップ・アプロー
チを組み合わせて実行する必要がある。この件について
藤野氏から発言があり、日本のLCSプロジェクトでバッ
クキャスティングモデルアプローチを採用した自らの経
験をもとに、慎重モデルと楽観モデルの研究者同士が対
話を増やし、より現実的なモデルを開発すべきだと指摘
した。

最後に、LCSという言葉が政治の場で使われるように
なることも極めて重要である。「持続可能な開発」が政
治家の間で語られるようになって初めて現実的な政策概
念になったのと同様に、LCSという言葉も政治家が使っ
てこそ十分効力を発揮できるようになるのである。また
1990年代の持続可能な開発に関する議論が環境対策の妨
げにはならなかったことを考えると、概念が明確ではな
いからといってLCSへの取り組みをやめてしまうべきで
はない。

ディスカッション
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低炭素社会（LCS）への道筋をいかに構築すべきか？

アジアにおける低炭素型発展：共通の目標に向けた多様な道筋
田村堅太郎 
IGES気候対策プロジェクトサブマネージャー

ラウンドテーブルディスカッション２：

田村氏はまずS-6と呼ばれる研究プロジェクトにおけ
るIGESが受け持つ研究要素を説明した。パイロット国
に選ばれたのはインドネシア、中国、インドの３ヵ国で、
アジアでのLCS構築における機会・可能性・制約につい
ての評価が行われる。本ラウンドテーブルではLCSへの
移行に関する研究課題が紹介された。研究要素としてま
ず資金調達を含む国内制度の役割の検討と、この地域の
国々における公平で持続可能な成長軌道を探る。また主
な研究分野の１つとして、様々な開発パターンや技術の
リープフロッギングを促進する手段の分析も取り上げら
れる。３番目に、低炭素型発展を育成する伝統的慣行や
アジアの価値観が検証される。

最初に取り上げられた研究要素は電力部門で、インド
ネシアの電力部門を対象に、分散型エネルギーシステム

を推進させるための主な要素が検証される。２つ目の研
究要素は農業部門で、能力、伝統的価値観、LCSに寄与
するアジアの農業慣行に関する理解を深めることを主な
目的に掲げている。

長期的な協調体制を築くためには社会的公正に基づい
たLCSコンセプトを進めていくことが不可欠で、AIMプ
ログラム1を用いたモデリングは、LCSと社会的公正の両
立に必要な条件を見極める手がかりとなる。

同研究によって、「アジアはLCSへの移行に適してい
るか」、「例えば政治制度など、どのような障害があるか」
といった問いに対する答えが見つかることが期待されて
いる。

1 http://www-iam.nies.go.jp/aim/index.htm

ディスカッション

まず「アジアは低炭素社会への移転をするにいい位置
にあるのではなかろうか」という問いが提起された。

このテーマについては、技術と資金、それらに関連し
た途上国と先進国での対策という２つの側面から、そし
てこの分野で必要な研究課題が議論された。

資金に関しては特に先進国が取り組むべき問題として
話し合われ、技術移転についてはそれを奨励する政治体
制という点で途上国の役割を強化する必要性が指摘され
た。

ODAだけではイノベーションやテクノロジーに必要
な投資や資金調達を促進することはできず、一方、ある
国から別の国へ技術を移転するだけではリープフロッギ
ングは達成できない。「どのように継続していくか」、「新
技術を支える能力を有する労働力をどう育てるか」と

いった問題があり、ODAはLCSにおける能力開発の面で
役割を果たすことができる。課題となるのは、ODAや
世界銀行、アジア開発銀行（ADB）、さらには公共・民
間投資を通じて調達可能な様々な資金とそれらの特性を
いかに組み合わせて、賢明に活用していくかである。

一部の参加者から技術移転は主に企業が行うべきだと
の意見があった。製品の輸入によって先進国から途上国
へ新たな技術がもたらされる。能力開発同様、ライセン
ス供与も１つの方法で、途上国での新設備の開発に有用
である。この取り組みを支援するには、税および輸入の
優遇措置や財産権保護を目的とした政策を開発し、途上
国の責任において投資の安全と持続可能性を確保するこ
とが重要である。

加えて、いずれの国にも国内事情があるため、単に技
術を輸入するだけでは十分ではない。途上国は各自の経
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済・政治環境に適した技術を独自に開発すべきである。
また、途上国は先進国の企業がビジネスを行いやすい条
件を整えなければならず、政府の適切な政策の下で市場
主導型の低炭素型代替品の輸入をサポートする必要があ
る。但し場合によってはトップダウンで技術が供与され
るよりも地域レベルで技術開発を進める方が好ましいこ
ともあり、それによって各地域に適した持続可能な技術
が地域インフラの枠内で生まれやすくなる。

ネガティブコスト・オプションに関しては、それが存
在すること自体への疑問が提起された。これは制度上の
障壁が原因になっている可能性があり、先進国は途上国
がこの問題を克服できるよう支援すべきである。しかし
技術移転の場合、コストは問題の１つに過ぎず、前述の
ように能力やインフラも障害となっている。またアジア
は貯蓄率が高いもののその多くは西側への投資に向けら
れており、貯蓄がどのように利用されているか、特に海
外への投資と国内開発への投資とを比較しながら検証す
る必要がある。

技術に関しては、リープフロッギングが解決法だと結
論付けるのは簡単だが、その実現には数々の課題がある。
例えばこれまで多くの太陽光発電プロジェクトが失敗に
終わったが、その原因は技術をサポートするシステムや
プログラムが確立されていないことにあった。現在、技
術移転に関する様々な研究が実施されているが、それを
支援する機関や制度の研究、さらには各国のネガティブ
コストに関する分析を深め、民間企業にとって技術移転
の障壁となる要因を取り除くことが重要である。

ある参加者からは「様々な問題の解決を技術に求めす
ぎている」という警告が発せられ、我々が「技術依存症
候群」に陥っているとの意見があった。技術は万能薬で
はなく、とりわけ技術をどのように活用すべきか、様々
な社会（例えば高齢化社会）がどのような技術を必要と
しているかといったことについて、まだ明確なイメージ
が描けていない。今後、時代遅れまたは不適切な技術に
縛られることがないよう、明確な目標と方向性を定めな
ければならない。

これらの点を考えると、「技術移転」と「技術のリープ
フロッギング」という用語を区別して用いる必要がある。

また、途上国にもLCSの利益がもたらされる社会を築
くことに関する懸念も示された。

アジアがLCSに最も適した地域かという問いについて
は、自然を守り資源を賢く使うという伝統がアジアで長
年受け継がれてきたことを考えると、その答えは「イエ
ス」だと言える。

いずれの活動も漸進的であり、迅速に対応できている
とは言えない。LCSへの移行を求める社会の切迫したニー
ズに応えるために、我々はもっと素早く行動する必要が
ある。LCSに向けた発展の時間軸を研究要素に組み込む
ことも必要であり、「技術」、「資金」、「人の行動」という
主要な課題に同時に取り組むことが不可欠である。
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浜中理事長は冒頭で、1998年の設立以来、IGESは主
にアジア太平洋地域の持続可能な開発を支援することを
目的に、様々な政策および現実的解決策の戦略的・革新
的・実践的研究を行うと共に、実際の政策立案に生かせ
る研究成果の発表に努めてきたことを紹介した。また昨
年創立10周年を迎えたことを機に、今後も多様なステー
クホルダーとの連携を図りながら、国際社会、特にアジ
ア太平洋地域への貢献という使命をより効果的に果たす
方法を模索し続ける決意を述べた。

低炭素社会（LCS）─ 2020年までの大幅な温室効果
ガス削減を目標に掲げている日本は、大規模な低炭素技
術の開発・展開によって、低炭素社会への移行を進める
必要がある。重要なのは、アジアの一部途上国では既に
政府だけでなく企業、大学、研究機関によって低炭素型
発展が真剣に模索されているということである。本シン
ポジウムではLCSをテーマに、低炭素社会に向けた社会
構造の変革と温室効果ガスの大幅削減を実現するには産
官学がどのように連携を図っていくべきかを検討する。

開会挨拶
浜中裕徳　IGES理事長

持続可能な生産と消費（SCP）─ アジア太平洋地域
では、工業化と都市化に伴い廃棄物の急増と天然資源の
枯渇が深刻化している。そのことを踏まえ、かつ同地域
の社会的・経済的・文化的多様性を考慮しながら、SCP
の実現に必要な行動について議論を深めなければならな
い。またLCSの構築を推進する環境リーダーシップの育
成についても議論する必要がある。

生物多様性の損失 ─ 重要な課題は生物多様性損失の
進行を遅らせることができるかどうかである。2010年に
名古屋で開かれる生物多様性条約第10回締約国会議

（COP10）に向けて、生物多様性損失に歯止めをかける
政策とその成果とのギャップを埋める取り組み、および
そのために求められる国際協力について議論しなければ
ならない。

ISAP会合の各セッションで取り上げられる上記議題
を紹介した後、浜中氏は参加者に積極的な議論を呼びか
け、本会合を機にパートナーシップやネットワークが強
化されることに期待を示した。

来賓挨拶１：
竹本和彦 
環境省地球環境審議官

竹本審議官は初めに、IGESが昨年設立10周年を迎え
たことへの祝辞とともに、ISAPが、IGESが次の10年に
向けて発進する機会となることへの期待を述べた。また、
日本の環境省、神奈川県、国連環境計画その他多くの諸
機関からのIGESへの支援が今後も続くことを願うと述
べた。

竹本氏は次に、本フォーラムの主要テーマの１つであ
る気候変動は、今日世界が直面している最も重要な課題
であると述べ、日本政府が「低炭素社会（LCS）づくり
行動計画」の閣議決定を行ったことを紹介した。同行動
計画には、税制のグリーン化、革新的技術の開発と普及、
ビジネススタイルやライフスタイルの見直しを含む個人
の行動の推進といった具体的な対策が示され、竹本氏は
これらがLCSの実現に向けた第一歩となると強調した。

2050年までに世界の温室効果ガス排出量を半減させる
という国際的目標を踏まえ、麻生政権は６月に日本の中
期目標を発表し、低炭素革命における主導的役割を果た
すために日本があらゆる努力を払う決意を示した。日本
はまた、先端省エネ・環境技術を、これからの気候変動
問題解決のカギとなる途上国に移転するなどの取り組み
を通じ、世界の排出削減に引き続き貢献する意思を表明
している。

生物多様性も本フォーラムの主なテーマの１つであ
り、日本は来たる生物多様性条約第10回締約国会議

（COP10）の成功に向けて注力している。全世界が生物
多様性の保全と持続可能な利用の推進を最優先に掲げる
ことが不可欠で、本フォーラムでは、同課題に取り組む
ためにどのような対策および国際協調が可能かについて
話し合うことが期待される。
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このように、LCSに向けたイニシアチブ、コベネフィッ
ト・アプローチ、森林吸収源、そして生物多様性など今
重要なテーマを中心に、専門家や研究者が本フォーラム

で議論を深めることによって、様々な知見と見解が広く
一般に提供されることが望まれる。

小野副知事は、参加者に歓迎の意を示した後、IGES
設立の経緯は、神奈川県が湘南国際村への誘致競争に成
功したためであることを説明した。以後、神奈川県は、
IGESへの支援を通じて世界環境への貢献を果たし続け
ている。

神奈川県は、温室効果ガス排出削減を目指し、2008年
に「クール・ルネッサンス宣言」を発表した。その一環
として立ち上げられた13のリーディングプロジェクトに
は、ライフスタイルやビジネススタイルの変革、環境に
配慮した「エコドライブ」の普及などが含まれている。
電気自動車（EV）普及推進プロジェクトもその１つで、
産学官の連携の下で「かながわ電気自動車普及推進方策」
が策定され、電気自動車が市販されてから５年以内に県
内に3,000台の普及を目指すという目標が掲げられた。そ
の支援策として、電気自動車購入時には、国からの補助
金とは別に県から１台当たり約70万円の補助金が支給さ
れることになり、それ以外にも、自動車税の軽減、駐車
場および高速道路料金の割引など様々な対策が講じられ
ている。また神奈川県は、太陽光発電装置を導入する家
庭への補助金制度も創設し、市町村からの補助金に加え

て、１キロワット当たり35,000円、上限12万円を支援す
ることを発表している。

神奈川県は国際連帯キャンペーンプロジェクトにも参
加し、太陽光発電で充電できるランタンをインドに贈る

「ソーラー・ランタン・プロジェクト－Lighting a Billion 
Lives（10億人にあかりを届けよう）」の推進に取り組ん
でいる。同プロジェクトは、国連の気候変動に関する政
府間パネル（IPCC）のラジェンドラ・パチャウリ議長
が提唱したもので、神奈川県内の複数の企業の協力も得
て、既にランタンがインドに届けられている。

このように神奈川県は、環境先進県として多様な地球
温暖化対策を推し進めている。

アジア太平洋地域で排出される温室効果ガスは地球全
体の問題である。アジア太平洋諸国は、低炭素社会と持
続可能な開発への道筋を示すために協力する必要があ
る。ISAPには、これらの課題に関する知識共有のプラッ
トフォームとしての役割を果たすことが期待されてい
る。

来賓挨拶２：
小野義博 
神奈川県副知事
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トゥーン教授はまず、持続可能なアジア太平洋の実現
は世界の持続可能性に寄与するとし、持続可能性および
持続可能な開発の概念、範囲、および理解が広がってい
ると述べた。持続可能性を構成しているのは、エネル
ギー、環境（生物多様性、水、土壌、森林）、経済的側面、
倫理的・社会的要因など多岐に渡るが、その中心的存在
は気候変化で、あらゆる変化の根源とも言える。

アジア太平洋地域の多様性、複雑性、脆弱性、そして
課題とチャンスを示す明確な指標は数多くある。例えば、
大規模な人口、沿岸に位置する大都市、大半が島国国家
であり、国土の大半が森林に覆われているなどが挙げら
れるが、中でもアジア太平洋地域において非常に重要な
指標が２つある。１つは15歳未満の若年層で、持続可能
な生計、システム、教育、医療などにおいて大いに期待
されている。もう１つは高齢者層で、豊富な知識と経験
を有しているが、気候変動には極めて脆弱である。これ
らすべて、そしてより多くの指標が気候変動の影響を受
け、エネルギーの活用法やその利用の有無に左右されて
いる。このように気候変動の影響が拡大している中で、
カギを握るのは炭素の役割である。

トゥーン教授はさらに、資源・エネルギー効率と生産性
の向上を図ることが極めて重要だと述べ、ロンドン王立協
会が主催し、ノーベル賞受賞者や著名な専門家、米国エ
ネルギー省長官らが出席したシンポジウムの報告書として
マッキンゼー・グローバル・インスティテュートが発表し
た“The Climate Challenge – the fierce urgency of now”
に言及した。同報告書は、2020年までに温室効果ガス排
出量１トン当たりの経済生産性を10倍に高める必要がある
が、対費用効果の面でそれは可能だと結論付けている（ス
ターンレビューの推測と同様）。エネルギー生産性向上へ
の投資を行う価値は十分あり、同報告書は、各国政府と
科学界に対して、産業界や市民社会との連携を強化し、
この歴史的チャンスをとらえて炭素集約型経済から持続
可能で公平な社会への変革に取り組むよう求めている。

基調講演：
モデレーター：幸田シャーミン　ジャーナリスト

低炭素社会：持続可能なアジア太平洋のために
ネイ・トゥーン 
ニューヨーク州立大学ストーニーブルック校教授

基調講演１：

この大きな変革を成し遂げるために必要な要素は、1）
気候変動に関する効果的かつ適切な合意（コペンハーゲ
ンで開催されるCOP15はそのプロセスの１ステップであ
る）、2）低炭素型インフラの整備、3）熱帯雨林の保護・
保全・再生の３つである。熱帯雨林を効果的に管理でき
なければ、気候変動を管理することは不可能である。

次なる大きな流れはシステム効率と生産性の変革で、
労働に負担をかけるのではなく、資源生産性を高める方
法を模索する必要がある。各部門に焦点を当てることも
重要だが、分野ごとの小手先の手直しではなく全体的の
結び付きを見極めつつ各システムの変革を図る方法を考
えるべきで、生態系、交通とインフラ、建造環境などあ
らゆる側面を総合的に考慮しなければならない。

アメリカ進歩センター（Center for American Progress）
が2007年に発表した「新政権の経済計画」には、車の燃
費向上、低炭素代替燃料の生産と市場への供給量の増加、
および低炭素型交通インフラへの投資において大規模な変
革が必要だと指摘されている。これは「炭素革命」と呼ば
れ、それが可能であることは歴史と経済学によって示され
ている。

世界のエネルギー需要と二酸化炭素排出量を減らす5
大チャンスとして、「中国の生産能力をベストプラクティ
スに沿って構築する」、「世界中で最も非効率な発電方法
を他の手段に切り替える」、「中国の建築基準に世界標準
を導入する」、「米国の民生用エネルギー効率を向上させ
る」、および「道路交通関連の補助金制度を廃止する」
という取り組みが挙げられる。これらの「容易に達成で
きる目標」を積み上げることによって、エネルギー需要
をいかに減少させ、どこから二酸化炭素排出を削減でき
るかを示すことができる。そのためには米国やOECD諸
国だけでなく、中国、インドその他多くのアジア太平洋
諸国も含めて共通の理解を確立する必要がある。昨今の
金融危機後、体系的技術革新・革命の機会として、「グロー
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バル・グリーン・ディール」が求められている。具体的
には、社会的意識の形成、10年、15年後を目指した公平
な文明社会への取り組み、多様な道筋と方策の目指すと
ころの長期目標などがあり、既に実施されているものも
多くある。

産業セクターの変革とは、再編、技術の高度化、省エ
ネルギー、汚染対策、時代遅れの生産能力の段階的淘汰
を意味する。これらのコンセプトのなかにはパラダイム
チェンジを引き起こし持続可能性を増大するものが含ま
れる。従来の3Rに加え、４つ目のRとして「再考する

（Rethink）」システムが必要であり、それが革命、変革、
革新を導いていくのである。

アジア太平洋地域（および他の地域）では、低炭素社
会は、環境、経済、社会のあらゆる面で持続可能な社会
と結び付いており、より安全な社会への基盤となる。

トゥーン教授は結論として、従来の革命を超えた新た
な思考が必要だと述べた。第一の革命は産業革命で、今
は炭素革命またはグリーン革命と呼ばれる第二の革命の
真っ只中にある。今後我々は第三の「バイオ革命」に向
かって進んでいくことになり、多様でダイナミックなア
ジア太平洋地域は、現在の炭素革命において重要な役割
を果たしている。
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ピアソン所長はまず、一国の例が必ずしも他国の模範
になるわけではないことを指摘した上で、英国の移行の
歴史に関する研究をもとに、同国の移行の道筋における
主な課題を説明した。

英国における研究・政策上の主な課題には以下が挙げ
られる。１つ目は、「低炭素で、弾力性を備えた、公正
かつ金銭的に実現可能なエネルギーシステムを実現する
ための戦略を立てることができるか？」という問題で、
これら３つの要素すべてを同時に目指すことが肝要であ
る。２つ目は「信用収縮からの回復を支える低炭素エネ
ルギーシステムを構築できるか？」で、未来の低炭素社
会に望ましい技術の多くは直ちに実用化できず、景気回
復に必要な雇用創出につながらない。３つ目は「過去の
移行や政策から学ぶことができるか？」、４つ目は「供
給サイドだけでなく需要サイドでも技術の向上を図れる
か？」、そして５つ目は「エネルギーシステムの主要関
係者の行動変化を理解し影響を与えることができる
か？」で、市場、政府の政策と介入、および人々の行動
のバランスを図ることが重要である。

16世紀から19世紀にかけての英国におけるエネルギー
移行の歴史を振り返ると、エネルギーの流れが限定的
だったそれまでの農業経済から、イノベーションとその
他の制度的・社会的・政治的変革にともなって、化石燃
料（石炭）の使用によってエネルギーフローが拡大した
新しいシステムへと変化していった。18世紀になると石
炭と蒸気技術（ビームエンジン、ロータリースチームエ
ンジン）が登場し、その移動しやすさ（エンジンは使用
したい場所へ運ぶことができる）と効率性向上によって、
蒸気動力は英国における技術の開発・普及を後押しした。
工場システムが発達し、鉄道と汽船が国および世界の輸
送システムと市場の発展を導いた。このような変化に
伴って増加したエネルギー需要は、石炭によって満たさ
れたが、石炭の使用は1930年代にピークを迎え、資源の
枯渇が懸念されたことなどから使用は減少し、その後は
石油に取って代わられた。エネルギー集約度は上がり（上
昇傾向）とエネルギー価格は下がる（下降傾向）という
逆相関関係により、価格が果たした役割も大きい。

ただし、新技術の普及には時間がかかった。例えば、
電灯がガス灯と経済的に競合するようになるのには40年
かかった。また、利益が現れるのにも時間がかかる。現
代の移行スピードは昔よりもはるかに速くなると思われ
るが、それでも新たなインフラ構築には時間が必要で、
特に成熟した産業社会では、従来の技術によってしっか
り確立されたシステムを改め、既存の資本ストックを手
放すのは容易なことではない。照明のエネルギーシステ
ムがもたらす利点は１つの例で、汚れた煙を出す獣脂ろ
うそくから、動物性油・鯨油、ガス灯、ケロシン、そし
て現在最も多く利用されている電灯まで数世紀をかけて
移り変わっていく中で、コストが下がり、サービスの質
が向上していった。これは生活の質向上を意味し、エネ
ルギー革新は人類の発展と福祉に計り知れない影響を及
ぼしてきた。しかし、このシステムには硬直性があり、
炭素ベースのエネルギーでは、先発者の優位性が経路依
存性につながる可能性がある。例を挙げると、英国で蒸
気機関を最初に導入したのは繊維産業だったが、同産業
が電力を導入したのは一番最後だった。

エネルギー移行のコスト、つまり大気の汚染・酸性化
に起因する健康問題などへの対応に関しては、英国の行
動は遅かったと言える。しかし最終的には1956年に大気
浄化法が制定され、最近では2008年にエネルギーと気候
変動問題を担当する省庁が発足した。2050年までに温室
効果ガス排出量を80％削減するという法的拘束力を持っ
た目標が設定された。政府の政策が変化をもたらすこと
は既に証明されている。

では未来の低炭素エネルギーシステムとはどのような
ものか？ 過去の革命を見ると、18世紀には繊維、製鉄、
蒸気機関、19世紀には電力、化学、石油、そして大量生
産と、製造業が中心だった。将来的には、技術の進歩に
よってエネルギーとスマートグリッドなどの情報通信技
術が組み合わされば、エネルギーサービス、燃料需要、
そして二酸化炭素排出との間のつながりを断ち切れるか
もしれない。そしてマクロレベルの生産性が高まれば、
エネルギーと情報通信技術（ICT）が汎用技術（GPT）
となり、新たな産業革命へと導いてくれる可能性がある。

低炭素エネルギーシステム構築研究の最前線～英国における移行の道筋を振り返って
ピーター・ピアソン 
英国インペリアルカレッジエネルギー政策・技術センター所長

基調講演２：
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GPTには２つの特徴があり、１つは技術的ダイナミズム
（効率性と低コスト）、もう１つは革新的補完性（新たな
技術活用法の模索）である。しかし生産性を高めるには
時間がかかるため、忍耐強く待つことが大切である。

英国エネルギー研究センターは、学際的かつ独立した
バーチャルセンターで、英国全土で活動を行っている。
同センターが現在取り組んでいる「エネルギー 2050プ
ロジェクト」は、2050年までに温室効果ガス排出量を
80％削減して信頼性の高いエネルギー供給を確保するこ
と、およびトレードオフの実現を主な目標に掲げている。
同プロジェクトの報告書には、英国が弾力性のある低炭
素エネルギーシステムを構築することは技術的・経済的
に可能で、合理的なコストで実現できると結論付けられ
ている。主なトレードオフに関しては、需要の減少と供
給サイドの脱炭素化との折り合いを図ることが重要であ

る。新改良技術も不可欠だが、民間部門と公共部門の役
割バランスを図りながら研究開発投資を増やすことも必
要である。また技術の利用は政策と消費者の行動によっ
て左右されることも理解しておかなければならない。

最後にピアソン所長は、電力を中心とする低炭素エネ
ルギーシステムへの移行の道筋を引き合いに出しなが
ら、ガバナンス・パターンがどのように政府、自由市場、
市民社会という３つの関係者のバランスを変化させるか
を説明した。特に市民の行動は、社会をボトムアップで
変革させることができる。エネルギーシステム変革には、
燃料とエネルギー変換技術との相互作用、またはインフ
ラ、環境、そして最も重要なこととして人との相互作用
が不可欠であり、それらは燃料や技術よりも重視される
べきである。
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モデレーターの幸田シャーミン氏が、「多様なアジア
太平洋地域は、１つの地域として低炭素を支持すること
ができるのか？ またすべての国が問題の緊急性を共有
しているのか？」との問いを提起した。

トゥーン教授は、アジア太平洋地域が緊急性を認識し
ていると答えた上で、人々は気象の異変に気付いている
が、何ができるのか、人間に責任があるのかが分かって
いないと述べた。また「低炭素」については、「不要な
電気を消す」などの簡単な方法を通じて理解できると強
調した。

ピアソン所長はアジアへのアドバイスとして、エネル
ギー問題の展望を単純化し過ぎることの危険性を指摘
し、システムの弾力性や公平性も重視すべきだと述べた。

誰もが代償を払わねばならず、皆が資源の影響や社会
的・環境的コストを認識しなければならない。国際的に
は先進諸国が支援を提供することはできるが、アジア太
平洋地域の各国が低炭素社会に関する独自のビジョンを
形成することが大切である。

質疑応答
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ケイラー教授はまず、米国のオバマ大統領が気候変動
に対する見方を劇的に転換させたことにより、ことにエ
ネルギーの利用、温室効果ガス（GHG）のキャップ・ア
ンド・トレード、クリーンコール技術、および野心的か
つ現実的な燃費基準などのエネルギー政策で、科学的根
拠に基づいた分析・政策が重視されるようになったこと
を指摘した。またオバマ大統領が金融危機を受けて打ち
出した景気刺激策には、省エネルギー、スマートグリッ
ド技術、再生可能な開発、クリーンエネルギー技術への
投資、研究への大幅な予算増などが盛り込まれている。

ブラジルと中国の資金援助を受けて作成され、スティー
ブン・チュー米国エネルギー省長官が研究者グループの
議 長 を 務 め た 報 告 書 “Lighting the way - towards a 
sustainable energy future（持続可能なエネルギー：未
来への指針）” では、以下の結論が導き出されている。

⃝ 最貧国に住む人々の基本的なエネルギーニーズを満た
すことは、道義的かつ社会的義務である。

⃝ エネルギー効率を高め、世界経済の炭素排出原単位を
削減しなければならない。

⃝ 炭素吸収・隔離技術は費用効果の高さから重要な役割
を果たす。

⃝ 石油などの獲得競争は地政学的緊張を増大させる。
⃝ 原子力発電、再生可能エネルギー、バイオ燃料は、エ

ネルギー不足への対策として重要な手段である。
⃝ 費用効果の高いエネルギー貯蔵・運搬システムを開発

する必要がある。
⃝ 科学界・技術界は、一般市民と協力してカーボンフッ

トプリントを削減する重要な役目を担っている。

パネルセッション１：

モデレーター：幸田シャーミン　ジャーナリスト

主要各国における低炭素社会への移行に向けた取り組み

主要各国における低炭素社会への移行に向けた取り組み

エリック・ケイラー 
ニューヨーク州立大学ストーニーブルック校教務部長　兼教務担当副学長
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シア理事は、低炭素型（LC）開発は中国にとって新
たなコンセプトだが、政府も国民も大きな関心を持って
いると述べた。中国では、クリーン製造と循環型経済の
推進を目的に、低炭素社会（LCS）関連の法律が2つ制
定されている。2007年には国家気候変動プログラムも公
布され、気候変動対策の導入やLCSの発展に努めている。
過去2年間のこれら取り組みはかなり良い成果を上げて

いる。政府はエネルギー消費の減少、再生可能エネルギー
の増加、森林被覆面積の増大も計画している。シア理事
は、LCSに関する新たな研究機関を紹介すると共に、中
国はCDMプロジェクトを含む国連気候変動枠組条約

（UNFCCC）に参加しており、国際社会に積極的に協力
していくことを強調した。

中国における低炭素型開発
シア・クンバオ 
中華環境保護連合会理事／顧問
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マトゥー副部長は、インドにおける低炭素社会への移
行の取り組みを紹介すると共に、持続可能な発展と気候
変動問題に関するインド特有の社会的、経済的、開発的
側面から見た現状を説明した。インドでは様々なストレ
ス要因や人口の脆弱性が原因で、多くの国民が基本的な
生活設備（電気、安全な飲料水など）を利用できないで
いる。エネルギー集約度と人間開発指数は密接に関連し
ているため、エネルギーニーズを持続可能な形で満たす
ことが不可欠である。

インドが実施している気候変動に関する国家行動計画
には、気候変動の緩和・適応に関する８つのミッション
が掲げられ、気候変動問題への取り組みにおける優先分
野が特定されている。それ以外にも、開発の観点だけで
なく、コベネフィットやエネルギーフロー全体における
エネルギー集約度の減少を目的とした多様なプログラ
ム・政策がある。

“Lighting a Billion Lives（LaBL）”などの様々なイニシ
アチブに加え、企業も、太陽光発電の開発や研究開発の
促進、LCオプションを支える技術の提供において多く
の貢献を果たしている。同様に、地域社会でもクリーン

で効率的な燃料利用、環境配慮型製品市場の拡大、グリー
ンビルの建設などが推進されており、このように政府だ
けでなく企業や個人も行動を起こしている。

国際協調行動に関しては、インドは再生可能エネル
ギーとエネルギー効率に関するCDMプロジェクトを積
極的に実施している。またインドはクリーン開発と気候
に関するアジア太平洋パートナーシップの参加国であ
り、クリーンで効率的な技術の開発・展開・移転を推進
している。約20のプロジェクトが官民パートナーシップ
の下で進められているが、技術の移転・普及、財政問題、
実施モデルや研究開発などにおいて多くの課題も残され
ている。

マトゥー氏は、気候変動対策と開発コベネフィット活
動や、クリーンエネルギーへの投資への動機付けのため
にも、第一の約束期間とその後の期間とのギャップが生
じるのを防ぐため、2012年以降の気候変動枠組みについ
て早急に合意を取りまとめる必要があると強調した。、
最後に、技術促進や資金フローに関するさらなる国際協
調への期待を示した。

インドにおける低炭素社会への移行に向けた取り組み
リトゥ・マトゥー 
エネルギー資源研究所エネルギー環境政策部副部長
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ジョン所長は、韓国における低炭素経済とグリーン成
長の現状を説明し、現政府が2008年に低炭素グリーン成
長ビジョンを発表したことに言及した。経済成長と環境
劣化を分離し、グランドビジョン（エネルギー・環境問
題の包含、グリーン雇用の創出、国家経済の競争力強化、
土地管理、ライフスタイルの変化を含む）を形成して、
関係者間のコンセンサス構築・共有を図るには、環境と
成長の調和を促すことが不可欠である。

韓国では、気候変動への対応、エネルギー自給、新た
な国家発展（グリーン技術・産業の発展など）に向けた
活力の創出、および環境と生活の質向上に関する様々な
戦略と政策課題がある。

ジョン氏は最後に、温室効果ガス排出削減と河川の水
質改善を目的とした運河建設プロジェクトをめぐる論議
を例に挙げながら、戦略・手段・目標を設定することの
難しさと重要性を指摘した。

韓国における低炭素経済とグリーン成長
ジョン・フェイソン 
韓国環境政策・評価研究院前所長、韓国環境政策管理学会会長
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西岡顧問は、2007年から現在までの日本における低炭
素社会関連政策の変遷を説明した。日本では、「低炭素
は単なる経済問題ではない」との認識から、福田康夫前
首相［訳注：元首相］によって低炭素「社会」という言
葉が用いられた。また神戸で開かれたG8環境大臣会合で
は、低炭素社会国際研究ネットワーク（LCS-RNet）の
設立が提案および承認され、IGESは同事務局に任命さ
れた。2009年には、麻生太郎［前］首相が金融危機回復
の足がかりとして「低炭素革命」を提唱し、同年６月に
は日本の温室効果排出削減中期目標が発表された。この
ように、日本はCOP15に向けて良いスタートを切ってい
ると言える。

日本では、これらの政策決定が様々な研究によって支
持されている。その１例が国立環境研究所（NIES）が
発表した報告書で、2050年までに二酸化炭素排出量を
70％削減することが可能だと示し、その達成には技術、
産業、インフラ、社会におけるイノベーションが必要だ
と提言している。中期目標の評価オプションに関しては、
統合評価モデルを用いた６つのレベルの削減目標が提案

および議論され、首相は同評価プロセスに基づいて目標
レベルを決定した。

IGESとその他研究機関は、「アジア諸国が低炭素社会
への移行において良い位置にいるか？」との問いに関す
る研究を始めたところである。（低炭素技術の）リープ
フロッギング（蛙とび効果）によって好ましい結果が得
られるという仮定に基づいて研究が進められている。

西岡氏はさらに、情報交換の促進を含むLCS-RNetの
目標を紹介した上で、我々が目指す社会は産業革命以降
の高エネルギー消費社会とは大きく異なるため、研究は
大きな課題に直面していると述べた。研究者、地域社会、
そして産業界の間でLCS対話への理解を深めるフォーラ
ムが不可欠である。LCS-RNetはG8環境大臣会合のイニ
シアチブで設立されたことから、政策と研究との良好な
関係を築くことに成功している。IGESが事務局を務め
るLCS-RNetには、既に６ヵ国から10の研究機関が参加
している。日本では、研究が政策をサポートしている。

日本における低炭素社会への移行に向けた取り組み
西岡秀三 
IGES研究顧問、国立環境研究所（NIES）特別客員研究員
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モデレーターの幸田氏が、同ネットワークの次の取り
組みを尋ねた。

西岡氏は、途上国がそれぞれの能力に応じて低炭素社
会への独自の道筋を形成できるよう支援するには、より
多くの研究機関が同ネットワークに参加することが求め

られていると述べた。他のパネリストも賛同し、目標は
ベストプラクティスを交換し合い、協調的かつ賢明な方
法で政策に影響を与えることだと述べた。途上国への技
術移転と資金援助が必要であるが。これは課題であると
同時にチャンスでもある。

質疑応答
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日本における低炭素社会への移行に向けた政府の取組
について、環境省の瀧口氏が発表を行った。まず、本年
6月10日に発表された日本の中期目標（2020年までに
2005年比で15％削減）及び目標検討にあたっての三原則

（次期枠組みへの全ての主要排出国の参加、環境と経済
の両立、長期目標の達成）を紹介した。さらに、長期的
な排出削減の道筋について、2050年までに70％削減を達
成するためには、年間削減率を1％から4.5％へと増やし

ていく必要があり、できるだけ早い時期から削減する必
要があるのと同時に、社会変革を行う必要があると言及
した。一方、低炭素社会に向けた政府の役割として4つ
の柱（制度、ソフトインフラ、ハードインフラ、及び自
然保護）を示した。最後に、持続可能な社会は低炭素社
会、循環型社会、及び自然共存社会の三要素から構成さ
れるということを説明した。

パネルセッション２：

モデレーター：幸田シャーミン　ジャーナリスト

日本における低炭素社会への移行に向けた取り組み

日本における低炭素社会への移行に向けた取り組み

瀧口博明 
環境省地球温暖化対策課国際対策室室長
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北九州市の櫃本氏は、北九州市における低炭素社会に
向けた取組を紹介した。まず、1960年代の公害問題の発
生から、環境改善と経済発展を同時に成し遂げてきた北
九州市の取組を紹介した。また、これらの経験を活かし
ながら、Asian City Network（アジア都市ネットワーク）
やエコタウン推進を通して、アジア各国との国際的な環
境協力を進めてきたことを説明した。さらに、北九州市
は、2008年７月に低炭素社会に向けた持続可能な発展を
目的とした環境モデル都市に選定され、低炭素社会の形
成に向け、経済成長を進めると同時にCO2排出量の削減

（2050年までに50％のCO2削減）を達成する為に、具体

的に以下の４つのアプローチで取組を行なっていること
を説明した。１つ目は、東方グリーンビレッジの構築と
いった都市開発を進め、低炭素型の都市構造を目指すこ
と。２つ目は、技術開発や製品開発を通して、低炭素型
の産業育成に取り組むこと。３つ目は、エコミュージア
ムやエコハウス、さらに小学校での太陽光発電の導入を
通して、低炭素社会を担う人材育成を推進すること。４
つ目は、アジアにおける持続可能な開発を目指し、アジ
ア低炭素社会センターを通して北九州市で培ったノウハ
ウの移転など、都市間環境協力ネットワークを構築する
ことである。

日本における低炭素社会への移行に向けた取り組み
櫃本礼二 
北九州市環境局環境首都政策課環境モデル都市担当課長
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トヨタ自動車の笹之内氏は、低炭素社会へ向けた取組
について企業の立場や考え方について発表を行った。ま
ず、先進国と途上国間での負担共有に関する図を示し、
2050年までに50％の排出削減を実現するためには、先進
国で100％の排出削減が達成してもなお途上国で60％の
排出削減が必要とされる研究結果を示し、このような実
情を考慮すると、目標達成のためには技術革新が欠かせ
ないことを指摘した。また、茅方程式（CO2排出量が排

出原単位と活動量から構成される）を紹介し、技術開発
による排出原単位の削減のために、セクター別アプロー
チを推進する産業界の立場を示した。同時に、総合的な
視野での取組の必要性も強調し、製品ライフサイクル全
体を通した観点からの排出量の評価、CO2排出削減と環
境コストの両面を考慮した費用対効果分析を基にした企
業戦略や企業方針といった総合的アプローチの重要性を
言及した。

日本における低炭素社会への移行に向けた取り組み
笹之内雅幸 
トヨタ自動車株式会社　理事　CSR・環境部（兼）東京技術部主査
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環境エネルギー政策研究所の飯田氏は、政治的な側面
から日本の環境エネルギー政策について発表を行なっ
た。まず、現在の再生可能な分散型エネルギーにおける
世界的急発展をエネルギーの多様化と位置づけ、再生可
能なエネルギーの市場規模が15兆円規模にまで拡大して
きている現状を示した。その上で、（政策による）目標
値の設定は、再生可能な分散型エネルギーの普及を促進
し得ることを説明した。一方、日本においては、これま
でエネルギー構造の多様化を促す政策が欠如してきた。
　そのため、増大するエネルギー需要に対応するため、

火力発電への依存を続け、排出削減に必要な取組の遅れ
につながった。また、日本の政治的構造が原因で、マク
ロレベルでのモデルが、現実政策に十分に結びついてお
らず、その結果、政策が目に見える成果をもたらすほど
効果を上げていないことを指摘した。日本が削減目標を
達成するためには、ナレッジ・コミュニティーと地域社
会を結びつけ、ナレッジを基盤とした政策決定を行なう
新しい政策の在り方が必要であり、そのためには現行の
環境エネルギー政策のパラダイムシフトが必要であると
強調した。

日本における低炭素社会への移行に向けた取り組み
飯田哲也 
環境エネルギー政策研究所所長
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国立環境研究所の甲斐沼氏が、2050年までに1990年比
で70％排出削減を達成するために必要とされる取組に関
しての方策を発表した。方策に関する研究では、2050年
に削減目標を達成した社会の姿を描き、それに向けてど
のような取組を行うべきなのかを分析するバックキャス
ト方式が行われ、具体的に12の取組を示した。一方、各
取組を実施するに当たり、コストが掛る取組に関しては、

インセンティブを与えるような政策の導入が必要である
ことを強調した。低炭素社会へ向けたステップとして、
インセンティブを与えるような住民の意識向上が必要で
あること、技術を開発する側と使用する側双方の知識向
上が必要であること、及び政治的リーダーシップだけで
はなく住民の参加が必要であることの三つの必要性を示
した。

幸田氏が笹之内氏に対し、低炭素社会へのチャレンジ
をリスクと見るのか、それともチャンスと見ているのか
について質問した。この質問に対し、笹之内氏は、
WSCD（World Business Council for Sustainable 
Development 持続可能な開発のための世界経済人会議）

に参加する180社のグローバル企業は、低炭素社会に向
けてエネルギー分野に係る産業で排出権取引などの分野
でビジネスチャンスが存在すると考えているが、トヨタ
としてはモノづくりの分野で低炭素社会に向けたビジネ
スチャンスを見出したいと回答した。

低炭素社会への移行に向けた日本の取り組み
甲斐沼美紀子 
国立環境研究所　地球環境研究センター　温暖化対策評価研究室　室長

質疑応答
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